
 

 

業務の適正を確保するための体制 
 

 

（１）当社および当社子会社の取締役、使用人の職務の執行が法令および定款に適合するこ

とを確保するための体制  

ア． 当社および当社子会社の取締役、使用人の職務の執行が法令および定款に適合す

るために、取締役および使用人に適用される行動規範である「行動規準」および社

内規則によりコンプライアンス体制を明確にし、その推進を図る。 

イ． 「取締役会規則」等の社内規則により各取締役の権限を明確にし、さらに独立性

の高い社外取締役の導入により、各取締役の職務執行の透明性を向上させ、適正な

職務の執行が行われる体制とする。 

ウ． 会計、税務、法務、安全、品質、設備、環境、衛生、ICT 等、内部統制全般の健

全性維持等を目的として内部監査を定期的に実施する。 

 

（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制  

取締役の職務の執行に係る情報については、法令ならびに「取締役会規則」、「情報管

理規則」、「文書規則」および ICT ガバナンスに関する規則等の社内規則に基づいて、

作成、保存および管理する。 

 

（３）当社および当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制  

当社および当社子会社の業務執行に係るリスクの発生の未然防止、発生したリスク

への対処等を目的として、「リスクマネジメント規則」に基づいて、リスク毎に所管部

署を定めて、当社および当社子会社の業務執行におけるリスクの把握および評価、リス

クマネジメントに係る方針の決定ならびにリスク発生時の対策を実施する。 

また、「緊急事態発生時の対応に関する規則」を定め、大規模災害等の発生時に人命と

資産を守り、事業の早期復旧および継続を図る。 

 

（４）当社および当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するた

めの体制  

取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、

取締役会を月１回開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催する。また、「取締役会

規則」の中で経営に関する担当区分を定め、当社子会社を含む決裁権限と執行部門への

権限委譲を明確にし、意思決定の効率化を図る。さらに執行役員制度により業務執行の

迅速化を図る。 

 



（５）当社および当社子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制 

「取締役会規則」の中で経営に関する担当区分および「関係会社管理規則」を定め、

営業成績、財務状況その他の一定の経営上の重要事項について、定期的に当社所管事業

部、事業本部に報告することを義務付けることとし、一定の基準を満たすものは当社の

取締役会決議事項とする。 

当社子会社は、自律的内部統制を基本とした内部統制システムを構築・整備すると

ともに、当社との情報の共有化等を行い、内部統制に関する施策の充実を図る。当社所

管事業部、事業本部は、各グループ会社の内部統制の状況を確認するとともに、必要に

応じ改善のための支援を行う。 

 

（６）当社の監査等委員会の職務を補助すべき取締役および使用人に関する事項ならびに

当該使用人の取締役からの独立性および当該使用人に対する監査等委員である取締

役の指示の実効性の確保に関する事項  

ア．「会社職制規則」により監査等委員会の職務を補助する使用人として、監査等委員

会担当を設置する。監査等委員会担当は、複数名の専属の使用人によって構成され、

当該使用人の人事異動・人事評価および表彰・懲戒等については、監査等委員会の

意見を参考として決定する。 

イ． 監査等委員会の職務を補助する使用人は、「会社職制規則」により監査等委員会を

補佐し、監査等委員会等において、監査等委員である取締役からの指示を受けると

ともに指示事項の進捗等の報告、情報提供等を行う。 

 

（７）監査等委員会への報告に関する体制  

ア． 取締役および使用人ならびに当社子会社の取締役、監査役および使用人は、会社

に著しい損失を及ぼすおそれのある事実があることを発見したとき、その他監査

等委員会が報告すべきものと定めた事項が生じたときは、監査等委員会に報告す

る。 

イ． 当社子会社の取締役、監査役および使用人は、監査等委員である取締役による子

会社の監査に際しては、経営状況のほか、監査等委員である取締役が求める事項に

ついて報告する。 

ウ． 内部通報制度によってなされた通報の内容については、監査等委員会と迅速に情

報共有する体制を確保する。 

 

（８）監査等委員会に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受

けないことを確保するための体制  

監査等委員会へ報告を行った取締役および使用人ならびに当社子会社の取締役、監

査役および使用人については、当該報告を理由として不利な取扱いを行わない。 



 

（９）監査等委員である取締役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手

続その他の当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関す

る事項  

監査等委員である取締役がその職務の執行について、当社に対し費用の前払い等の

請求をしたときは、担当部門において審議のうえ、当該請求に係る費用または債務が当

該監査等委員である取締役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速や

かに当該費用または債務を処理する。 

 

（10）その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制  

代表取締役と監査等委員会との定期的な意見交換会を開催するほか、監査等委員で

ある取締役は重要な会議等に出席し、取締役（監査等委員である者を除く）および使用

人との密接な情報交換を行うこと、および監査において内部監査部門と密接に連携で

きる体制を確保する。 

 

 


